
令和元年度決算概要



H30 R1

経常費用
8,598億円
(△569)

・都市再生業務費

1,583億円(＋115)

・賃貸住宅業務費

4,618億円(△10)

・市街地整備特別業務費

477億円(△166)

・震災復興業務費・受託費

645億円(△463)

・財務費用
956億円(△128)

・販売用不動産等評価損
38億円(＋21)

臨時損失 747億円(△247)

(減損損失 747億円)

当期純利益 393億円(△85)

臨時利益 44億円(△117)

経常収益
9,693億円
(△785)

（※）単位未満切捨て

・都市再生業務費

1,468億円

・賃貸住宅業務費

4,628億円

・市街地整備特別業務費

643億円

・震災復興業務費・受託費

1,109億円

・財務費用
1,085億円

・販売用不動産等評価損
17億円

経常費用
9,167億円

経常収益
1兆479億円

臨時損失 994億円
(減損損失,989億円)

当期純利益 478億円

・都市再生業務収入

1,548億円(＋11)

・賃貸住宅業務収入

6,306億円(△276)

・市街地整備特別業務収入

759億円(△133)

・震災復興業務収入・受託収入

655億円(△471)

・都市再生業務収入

1,536億円

・賃貸住宅業務収入

6,582億円

・市街地整備特別業務収入

892億円

・震災復興業務収入・受託収入

1,126億円

臨時利益 161億円

1 経営成績

1

（１）法人全体

令和元年度は、経常収益を9,693億円（対前年度△785億円）、経常利益を
1,095億円（対前年度△215億円）計上。臨時損失を747億円計上した結果、
393億円の当期純利益を計上。
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（２）セグメント別

18,774,082,870

8,635,458,554

973,659,639

17,654,819,855
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104億円
(△83)

H30 R1

法人単位
478億円

都市再生勘定
283億円

宅地造成等経過勘定
194億円

都市再生勘定
242億円(△41)

宅地造成等経過勘定
150億円(△44)

法人単位
393億円(△85)

△3億円
(△13)

140億円
(△36)

（※） 単位未満切捨て

10億円
(△1)

0億円
(△6)

141億円
(＋55)

187億円

9億円
86億円

176億円

6億円 11億円

1 経営成績



敷地譲渡原価
施設等譲渡原価
その他費用
販売用不動産等評価損
当期純利益
敷地譲渡収入
施設等譲渡収入
補助金等収益
代行返上益
その他収益

敷地譲渡原価
施設等譲渡原価
その他費用
販売用不動産等評価損
当期純利益
敷地譲渡収入
施設等譲渡収入
補助金等収益
代行返上益
その他収益

敷地譲渡原価
156億円

施設等譲渡原価
1,227億円

当期純利益
187億円

敷地譲渡収入
172億円

H30

施設等譲渡収入
1,241億円

当期純利益
104億円(△83)

R1
（※）単位未満切捨て

その他費用
157億円 補助金等収益 73億円

その他収益
241億円

敷地譲渡原価
377億円(＋221)

施設等譲渡原価
1,111億円(△116)

その他費用
225億円(＋68)

敷地譲渡収入
428億円(＋255)

施設等譲渡収入
1,000億円(△240)

補助金等収益
165億円(＋91)

その他収益
224億円(△16)

3

（３）都市再生

都市再生セグメントは、施設等譲渡収入を1,000億円計上。大型譲渡物件の
引渡を着実に進めたこと等により、104億円の当期純利益を計上。

1 経営成績
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（４）賃貸住宅

賃貸住宅セグメントは、投資等によるストックの良質化を進めつつ、営業活動
の強化を図り収益の確保に努めたことにより、家賃収入を5,433億円計上した
結果、141億円の当期純利益を計上。

財務費用

その他費用

減損損失

当期純利益

家賃収入

敷地譲渡収入

代行返上益

その他収益

管理業務費
3,373億円

財務費用
1,027億円

家賃収入
5,402億円

H30 R1

減損損失 968億円
その他収益
1,209億円

その他費用
1,238億円

管理業務費
3,586億円(＋213)

財務費用
904億円(△123)

その他費用
1,178億円(△60)

減損損失 638億円（△329）

その他収益
1,002億円(△206)

家賃収入
5,433億円(＋31)

（※）単位未満切捨て

当期純利益 86億円

当期純利益 141億円(＋55)

敷地譲渡原価
145億円

敷地譲渡収入
227億円

敷地譲渡原価
19億円（△126）

敷地譲渡収入
32億円（△195）

1 経営成績
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（５）震災復興

震災復興セグメントは、災害公営住宅の引渡を概ね完了。復興市街地整備の
進捗により、受託収入を655億円計上したものの、3億円の当期純損失を計上。

受託費
譲渡原価
業務費
一般管理費
その他費用
当期純利益
受託収入
譲渡収入
補助金等収益
寄附金収益
代行返上益
その他収益
当期純損失

受託費
譲渡原価
業務費
一般管理費
その他費用
当期純利益
受託収入
譲渡収入
補助金等収益
寄附金収益
代行返上益
その他収益
当期純損失H30

当期純損失
3億円（△13）

R1
（※）単位未満切捨て

受託費
641億円(△463)

受託収入
655億円(△471)

受託費 1,104億円 受託収入 1,126億円

その他費用 18億円

その他費用 18億円(△0)

当期純利益 9億円

その他収益 0億円（△5）

その他収益 6億円

1 経営成績
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（６）市街地特別

市街地特別セグメントは、賃貸宅地資産の圧縮に努めたことにより、宅地譲渡収
入を509億円計上した結果、140億円の当期純利益を計上。

施設等譲渡原価

その他費用

減損損失

販売用不動産等評価損

当期純利益

敷地譲渡収入

施設等譲渡収入

敷地賃貸料収入

代行返上益

その他収益

当期純損失

敷地譲渡原価

施設等譲渡原価

その他費用

減損損失

販売用不動産等評価損

当期純利益

敷地譲渡収入

施設等譲渡収入

敷地賃貸料収入

代行返上益

その他収益

当期純損失

当期純利益
140億円(△36)

宅地譲渡原価
527億円

宅地譲渡収入
661億円

H30 R1

その他収益 26億円

宅地譲渡原価
376億円(△150)

宅地譲渡収入
509億円(△151)

宅地賃貸料収入
220億円(△4)

その他費用

124億円(△52)

（※）単位未満切捨て

その他費用 177億円

販売用不動産評価損 11億円

施設等譲渡原価

26億円（＋26）

当期純利益
176億円

減損損失 18億円

宅地賃貸料収入
224億円

減損損失 106億円（＋88）

販売用不動産評価損 3億円（△8）

その他収益
22億円(△3)

施設等譲渡収入

26億円（＋26）

1 経営成績



総資産は、保有資産の譲渡等により、前年度末に比べ約2,100億円減少し、
約12.4兆円。

7

（１）資産の状況

賃貸住宅

11兆3,496億円 10兆8,953億円11兆1,100億円 10兆9,888億円

賃貸宅地(NT) 4,646億円

5,113億円5,632億円 5,519億円

建設仮勘定 9,072億円

467億円604億円 490億円

販売用不動産・

仕掛不動産

2兆6,318億円

4,192億円
4,602億円 4,686億円

割賦等譲渡債権
1兆4,041億円

1,723億円
2,310億円 1,940億円

1 2 3 4設立時 H29末 H30末 R1末

資産合計
17兆4,897億円

12兆4,634億円12兆9,103億円

（※）単位未満切捨て

12兆6,792億円

２ 財政状況



有利子負債は、当年度においても着実に削減を進め、前年度末に比べ
約1,700億円減少し、約10.5兆円。
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（２）負債の状況

有利子負債
16兆2,771億円

10兆3,259億円 10兆1,821億円 10兆515億円

6,552億円 5,439億円 4,983億円

その他負債
1兆839億円

8,183億円 7,921億円 7,232億円

平均残高金利

3.35%

1.06%
0.95% 0.84%

0.70% 0.75% 0.73%

都市勘定

経過勘定

有利子負債
（都市勘定）

設立時 H29末 H30末 R1末

有利子負債合計
16兆2,771億円 10兆9,811億 10兆7,260億円 10兆5,498億円

（※）単位未満切捨て

負債合計 17兆3,611億円 11兆7,995億円 11兆5,181億円 11兆2,731億円

有利子負債
（経過勘定）

２ 財政状況



設立時

繰越欠損金
△7,288億円

資本金
8,574億円 1兆 747億円 1兆 757億円

資本剰余金
413億円

427億円 434億円

△53億円

純資産合計
1,286億円

H29末 H30末 R1末

1兆1,610億円

（※）単位未満切捨て

１兆1,902億円

1兆 757億円

利益剰余金 710億円

1兆1,108億円

利益剰余金 425億円

平成30年度に繰越欠損金を解消。当年度も当期純利益を393億円計上
した結果、利益剰余金を710億円計上。

9

（３）純資産の状況

なお、令和元年度に、利益剰余金を原資として約107億円を国庫等に納付している。

２ 財政状況
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（４）キャッシュ・フローの状況

業務活動によるキャッシュ・フローは、家賃収入や敷地譲渡収入等を確保し
た結果、約2,300億円を計上し、有利子負債の削減に寄与。

（※）単位未満切捨て

業務活動によるCF 2,384億円投資活動によるCF
△496億円

財務活動によるCF
△1,822億円

H30

R1

業務活動によるCF 2,713億円投資活動によるCF
△354億円

財務活動によるCF
△2,608億円

２ 財政状況



特定関連会社（3社）及び関連会社（10社）の計13社について、全部又は持分
法連結を行った結果、連結当期純利益は392億円。
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経常収益

1兆651億円
経常費用

9,305億円

臨時利益 161億円

臨時損失 995億円

当期純利益 492億円

経常収益
9,872億円

経常費用
8,747億円

臨時利益 34億円

臨時損失 748億円

当期純利益 392億円

H30 R1

機構単体利益 393億円

関係会社利益 59億円

連結修正 △60億円

（※）単位未満切捨て

機構単体利益 478億円

関係会社利益 73億円

連結修正 △59億円

３ 連結財務諸表（損益）


